
令和７年度さいたま市プレミアム付デジタル商品券 

利用者規約 

 

第１条（総則） 

１．本規約は、令和７年度さいたま市プレミアム付デジタル商品券発行事業において、さ

いたま市（以下「市」という。）が発行するデジタル商品券（以下に定義します。）について

規定するもので、利用者（以下に定義します。）が、デジタル商品券を利用する場合には、

本規約が適用されます。 

２．本規約は、「令和７年度さいたま市プレミアム付デジタル商品券発行事業約款」の一

部を構成するものとします。 

 

第２条（定義） 

本規約において使用する用語の定義は次のとおりとします。 

（１）「デジタル商品券」とは、さいたま市みんなのアプリ（以下「本アプリ」という。）

上で、市が、本アプリの運営会社である株式会社つなぐ（以下「運営会社」という。）

に事業委託し発行する、電子商品券をいいます。 

（２）「利用者」とは、本アプリを通じてデジタル商品券を購入し、加盟店で利用する者

をいいます。 

（３）「加盟店」とは、運営会社が定める「デジタル商品券加盟店特約」を承諾のうえ、

運営会社に申し込み、承認された店舗（事業所）をいいます。 

（４）「デジタル商品券取引」とは、利用者が加盟店より商品提供等を受けた場合に、そ

の売上相当額をデジタル商品券で取引することをいいます。 

 

第３条（利用者の負担その他の利用条件） 

１．デジタル商品券の利用に関わる、利用者の端末（スマートフォン等をいい、以下「利

用端末」といいます。）の通信料・接続料等は、利用者が負担するものとします。 

２．前項のほか、利用者が、デジタル商品券取引を行うに際しては以下の条件を満たす必

要があるものとし、かかる条件の不充足に起因して利用者に発生する損害等について、

市は一切の責任を負いません。 

（１）本アプリの運営会社が動作を保証するOSバージョンを満たす利用端末にてデジタ

ル商品券取引を行うこと。 

（２）二次元コードを利用端末のカメラで読み取ることができること。 

 

第４条（デジタル商品券の管理等） 

１．利用者は電子券を善良なる管理者の注意義務をもって管理しなければなりません。 

２．利用者は、利用端末の紛失、盗難等により、デジタル商品券を第三者に利用されるな



どして失った場合、市は一切の責任を負いません。 

 

第５条（デジタル商品券取引） 

１．利用者は、加盟店の店舗または運営会社が承諾した場所において、二次元コードを利

用端末により読み取り、利用端末に表示された内容が正確であることを確認したうえ

で、デジタル商品券取引に必要な情報を入力し、当該デジタル商品券取引を申し込むも

のとします。 

２．利用者は、前項のデジタル商品券取引完了後、速やかに当該取引にかかる商品及び決

済金額を確認するものとし、これらに齟齬がある場合、速やかにその旨を加盟店に申し

出るものとします。かかる申出を怠ったことに起因する利用者の損害等について、市は、

一切の責任を負いません。 

３．デジタル商品券取引後の返金対応はできません。 

４．利用者は、デジタル商品券取引にあたり、金額その他必要な情報の入力、確認には十

分注意するものとします。利用者による情報の誤入力、利用端末の不具合、決済完了後

の二重払いその他利用者の事情に起因して利用者が損害を被ったとしても、市は、市の

責めに帰すべき事由のない限り、責任を負わないものとします。 

 

第６条（利用停止または中止） 

１．市または加盟店は、以下の各号に掲げる事由があると判断した場合には、利用者に通

知することなく、デジタル商品券の全部または一部を停止または中止することがあり

ます。この場合、利用者は、デジタル商品券の全部または一部を利用することができま

せん。 

（１）天災地変、停電、システム障害、通信の障害、その他やむを得ない事由により本サ

ービスを提供することができない場合。 

（２）システムの保守・点検等により、本サービスに関するシステムを停止する必要があ

る場合。 

（３）本サービスが犯罪に利用された疑いがある場合。 

（４）その他やむを得ない事由が生じた場合。 

２．前項に基づき電子券の全部または一部が停止または中止されたことにより生じた利

用者の損害等について、市は一切の責任を負いません。 

 

第７条（特定利用者に係る利用の一時停止または中止） 

市は、利用者が、以下の各号のいずれかに該当すると判断したときは、事前に通知するこ

となく、当該利用者（特定利用者）の利用を一時停止または中止することがあります。その

場合、利用者のデジタル商品券取引は出来ません。また、市の判断により、保有するデジタ

ル商品券残高を失効する場合においても、払い戻しはいたしません。 



（１）本規約に違反し、または違反したおそれがある場合。 

（２）デジタル商品券を違法もしくは不正に入手した場合、または入手するおそれがある

場合。 

（３）デジタル商品券の利用状況に照らし、利用者として不適格である場合。 

（４）デジタル商品券取得時の申込に虚偽が発覚した場合。 

 

第８条（規約の変更） 

本規約を変更する場合、市は、所定のウェブサイトに掲示する等の方法により一定の予告

期間をもって変更後の規約を周知することとし、当該予告期間の経過をもって、当該変更後

の規約が適用されるものとします。 

 

第９条（合意管轄裁判所） 

利用者は、デジタル商品券に関して市との間に紛争が生じた場合、さいたま地方裁判所を

第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに同意します。 

 

附則 

 （施行期日） 

 １ この規約は、令和８年２月１２日から施行する。 


